
（様式第５号別紙１） 作成日：令和 年 月 日

介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表
【自立訓練（機能訓練・生活訓練・宿泊型生活訓練）】 ※　新設の加算のセルには色を付けています。

事業所名『 』 （一覧表作成者名： 一覧表作成者連絡先電話番号： ）

事業所番号等 定員数 定員規模 多機能型 人員配置区分 該当する体制等 適用開始日

(人) 定員区分（※1） （※2） 　地域区分：20．その他（※青森県は「その他」地域です。）

事業所番号 １．21人以上40人以下 １．21人以上40人以下 訪問訓練 1.なし 2.あり

（ ） ２．41人以上60人以下 ２．41人以上60人以下 視覚障害機能訓練専門職員配置 1.なし 2.あり

３．61人以上80人以下 ３．61人以上80人以下 定員超過 1.なし 2.あり

４．81人以上 ４．81人以上 職員欠如 1.なし 2.あり

事業所区分 ５．20人以下 ５．20人以下 サービス管理責任者欠如 1.なし 2.あり

【機能訓練】 標準期間超過 1.なし 2.あり

【生活訓練】 福祉専門職員配置等 1.なし 2.あり　→ 3.Ⅱ 4.Ⅲ 5.Ⅰ

【宿泊型生活訓練】 視覚・聴覚等支援体制 1.なし 2.あり

地域移行支援体制強化 1.なし 2.あり

リハビリテーション加算 1.なし 2.あり

1.なし 2.あり

短期滞在 1.なし 2.宿直体制 3.夜勤体制

精神障害者退院支援施設 1.なし 2.宿直体制 3.夜勤体制

多機能型 通勤者生活支援 1.なし 2.あり

単独型 地域生活移行個別支援 1.なし 2.あり

1.なし 2.あり

1.なし 2.あり

食事提供体制 1.なし 2.あり

看護職員配置 1.なし 2.あり

送迎体制 1.なし 2.あり　→ 3.Ⅰ 4.Ⅱ

夜間支援等体制 1.なし 2.Ⅰ 3.Ⅱ 4.Ⅲ 5.Ⅰ・Ⅱ

6.Ⅰ・Ⅲ 7.Ⅱ・Ⅲ 8.Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

夜間支援対象 3人以下 4～6 7～9 10～12 13～15

利用者数（人） 13～15 16～18 19～21 22～24

25～27 28～30

1.なし 2.あり

1.なし 2.あり

1.なし 2.あり

1.なし 2.あり

1.Ⅲ

2.Ⅴ

キャリアパス区分(※3) 3.Ⅳ

4.Ⅳ

5.Ⅱ

6.Ⅰ

主たる事業所サービス種類１（※6） サービス種類コード（ ）

1.非該当 2.該当

1.非該当 2.該当

1.なし 2.あり

1.非該当 2.該当

2 3

継続就労者数（　　）

3

自立訓練事業所SUN

0210101150

017-738-2525

強度行動障害者地域移行体制

就労移行支援体制

就労移行支援体制（継続就労者数）

社会生活支援

福祉・介護職員処遇改善加算対象

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象

(キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす)

(キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす)

(キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす)

(注)事業所区分ごとに別葉
で作成してください。

※多機能型等の場合は、実
施する複数のサービスの利
用定員の合計数の規模に
チェックを。

施設での昼間実施
サービス

個別計画訓練支援加算

精神障害者地域移行体制

指定管理者制度適用区分

共生型サービス対象区分

サービス管理責任者配置等（※7)

地域生活支援拠点等

3.日中サービス支援型

(キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない)

(キャリアパス要件を満たさない)

(職場環境等要件を満たさない)



※１

※２ 「人員配置区分」欄には、報酬算定上の区分を設定する。

※３ 「キャリアパス区分」欄は、福祉・介護職員処遇改善加算対象が「２．あり」で設定されていた場合に設定する。

※４  18歳以上の障害児施設入所者への対応として、児童福祉法に基づく指定基準を満たすことをもって、障害者総合支援法に基づく指定基準を満たしているものとみなす特例措置の対象を設定する。

※５ 「開所時間減算区分」欄は、開所時間減算が「２．あり」の場合に設定する。

※６

※７ 「共生型サービス対象区分」欄が「２．該当」の場合に設定する。

※８

※９

※１０

※１１ 「重度障害者支援職員配置」欄は、施設区分が「介護サービス包括型」及び「日中サービス支援型」の場合に設定する。

「主たる事業所施設区分」欄には、福祉・介護職員処遇改善加算対象、または福祉・介護職員処遇改善特別加算対象が「２．あり」であり、共同生活援助事業所にて短期入所を実施する場合、「1:介護サービス包括型」、「2:外部サービス利用型」、
または「３．日中サービス支援型」を設定する。

就労移行支援及び就労移行支援（養成）について、平成30年度報酬改定の基本報酬体系適用後の新規事業所及び指定を受けた日から2年を経過しない既存事業所の場合、「08:無し（経過措置対象）」を設定する。
就労継続支援Ａ型について、平成30年度報酬改定の基本報酬体系適用後の新規事業所及び指定を受けた日から1年を経過しない既存事業所の場合、「08:無し（経過措置対象）」を設定する。
就労継続支援Ｂ型について、平成30年度報酬改定の基本報酬体系適用後の新規事業所及び指定を受けた日から1年を経過しない既存事業所の場合、「08:無し（経過措置対象）」を設定する。

多機能型事業所または複数の単位でサービス提供している事業所については、一体的な管理による複数サービス種類の利用定員の合計数を利用定員とした場合の報酬を算定することとなるため、「定員区分」には利用定員の合計数を設定す
る。
ただし、以下の加算については、サービス種類毎または単位毎の利用定員に応じた報酬を算定する。
　生活介護・・・人員配置体制加算、常勤看護職員等配置加算、就労移行支援体制加算
　施設入所支援・・・夜勤職員配置体制加算
　自立訓練（機能訓練・生活訓練）・・・就労移行支援体制加算
　就労継続支援Ａ型・・・重度者支援体制加算、就労移行支援体制加算、賃金向上達成指導員配置加算
　就労継続支援Ｂ型・・・重度者支援体制加算、目標工賃達成指導員配置加算、就労移行支援体制加算
その場合、「多機能型等定員区分（加算）」には、以下の内容を設定する。
　生活介護、施設入所支援、自立訓練（機能訓練・生活訓練）・・・各サービス種類の単位毎の利用定員。
　就労継続支援A型、就労継続支援B型・・・各サービス種類の利用定員。
なお、「定員区分」と「多機能型等定員区分（加算）」が同一の場合、「多機能型等定員区分（加算）」は設定しない。

「主たる事業所サービス種類１」欄には、福祉・介護職員処遇改善加算対象、または福祉・介護職員処遇改善特別加算対象が「２．あり」であり、障害者支援施設における日中活動系サービスの場合「32:施設入所支援」を設定する。短期入所につ
いては指定共同生活援助事業所（外部サービス利用型指定共同生活援助及び日中サービス支援型指定共同生活援助を含む）において行った場合は「33：共同生活援助」、指定宿泊型自立訓練事業所において行った場合は「34：宿泊型自立訓
練」、単独型事業所において行った場合は「22：生活介護」を設定する。

「大規模住居」欄の「２．定員8人以上」は、施設区分が「介護サービス包括型」及び「外部サービス利用型」の場合に限る。また、「４．定員21人以上（一体的な運営が行われている場合）」は、施設区分が「介護サービス包括型」及び「日中サービス
支援型」の場合に限る。


